
標題　　　　　：「辺野古代執行訴訟に関し、最高裁に対して公正・中立な立場で実質審理を求
める団体署名」の取り組み要請について
発信番号　　　：自治労発2024第0174号
発信日付　　　：2024年2月13日
宛先（団体）　：
宛先　　　　　：各県本部委員長様
送信者（団体）：全日本自治団体労働組合
送信者　　　　：中央執行委員長　　石上　千博

　連日のご奮闘に敬意を表します。
　さて、辺野古新基地建設をめぐり、昨年12月、軟弱地盤の埋立にかかわる高裁判決がありまし
た。この代執行裁判（福岡高裁那覇支部）の判決は、玉城沖縄県知事が公有水面埋立法に基づい
て行った設計変更不承認が違法かどうかの判断をせず、国と県の対話による解決を認めず、普天
間基地が常に危険にさらされていることを判断しない不当なものでした。
　この判決後、日本政府は地方自治体の権限を奪って代執行を行い、無謀な大浦湾の埋立工事を
強行しました。現在、沖縄県は最高裁に上告しています。
　つきましては、平和フォーラムの呼びかけに応じ、最高裁に対して、憲法で保障されている地
方自治の観点から厳格な審査を行うことを求める団体署名の取り組みを行います。緊急な取り組
みではありますが、できうる限りのご協力をお願い申しあげます。
 
記
  
１．行動名　　　　団体署名「辺野古代執行訴訟で公正・中立な立場で実質審理を求める要請
書」
 
２．取組概要
　　(1) 署名用紙　　添付した署名用紙を印刷してください。
　　　　　　　　　　※団体印の押印は必ずしも必要ではありません。
　　　　　　　　　　※可能な県本部は、単組、支部、分会、評議会等でも取り組みをお願いし
ます。
 
　　(2) 集約日　　　2024年３月22日(金)必着
　　　　　　　　　　※本件は最高裁への提出までの期間が限られます。
　　　　　　　　　　　集約日の順守をお願いします。
 
　　(3) 送付方法　　自治労本部担当宛に郵送ください。
 
　　(4) 集約報告　　①各県本部で団体数を集約ください。
　　　　　　　　　　②添付の署名報告用紙に記載の上、下記アドレスに報告をお願いします。
　　　　　　　　　　※地域で取り組んでいる場合も、集約数を本部に報告ください。
 
５．本部担当　　　本部総合政治政策局（担当：小林連帯活動局長、橋本）

　　　　　　　　　　　　電　話　03-3263-0274
　　　　　　　　　　　　メール　rentai-katsudo@jichiro.gr.jp

 

添付ファイル　：
「辺野古代執行訴訟に関し、最高裁に対して公正・中立な立場で実質審理を求める団体署名名」
集約報告用紙.docx
【署名用紙】代執行最高裁要請書.docx


